
 

 

議 第１号 

 

 

   草津市地域公共交通活性化再生協議会規約の改正等について 

 

 

 草津市地域公共交通活性化再生協議会規約の改正等について、草津市地域公共交

通活性化再生協議会規約第１８条第４号の規定に基づき、承認を求める。 

 

 上記の議案を提出する。 

 

 

令和５年１０月２５日 

 

 

 

 

草津市地域公共交通活性化再生協議会 

会長 塚口 博司 

 資料１  



草津市地域公共交通運賃協議会について

・独占禁止法に抵触しないために構成員を限定し、地域公共交通会議とは別のかたちで開催

※地域公共交通会議と連続して協議を行う場合、地域公共交通会議議構成員を退室又は別室で協議を
行うなど同一に協議しないように留意が必要

※複数事業者の運賃を協議する場合は、独禁法に抵触しないように１事業者毎に協議をする必要がある

２．開催方法

３．協議運賃の協議にあたり、あらかじめ公聴会その他の措置を行う必要

１．概要

・従来「地域公共交通会議」にて協議されていた協議運賃について、道路運送法の改正に伴い、
独占禁止法に抵触しない形で協議を行うために、新たに「運賃協議会」の設置が必要

・地域における需要に応じ当該地域の住民の生活のための旅客の運送を確保する必要がある
路線又は営業区域に係る運賃等について協議

※協議運賃…「地域公共交通会議」又は「協議会」において合意した運賃及び料金として届け出たものをいう。
⇒コミュニティバス「まめバス」、デマンド型乗合タクシー「まめタク」の運賃

・公聴会とはあくまで法令上の例示にすぎないため、代わりにその他の方法での意見の聴取でも
可能
（例）

①パブコメ（住民、利用者、利害関係者）
②市政広報誌（住民、利用者、利害関係者）
➂自治会への説明会（住民、利用者）
④業界団体を通じた事業者説明（利害関係者）
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新設【分科会】

（道路運送法施行規則第4条第2項） （道路運送法第９条第４項）

（地域公共交通の活性化及び再生
に関する法律）



①地域公共交通会議

構成員
・市町村長（又は都道府県知事）
・バス事業者A
・バス事業者B
・タクシー事業者C
・バス協会、タクシー協会
・労働組合
・住民又は旅客
・地方運輸局長
・道路管理者、警察、学識経験者等

・運行内容（運行ルート、停留所位置など）
・運賃（協議運賃）

現行 改正後

③運賃協議会

構成員
・市町村
・協議運賃を定めようとする事業者
・住民意見代表者
・地方運輸局長

・運賃（協議運賃）

事業者から国へ認可申請

➀公聴会等の実施
・パブコメ
・市政広報誌
・自治会への説明会
・業界団体を通じた事業者説明
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②地域公共交通会議

構成員
・市町村長（又は都道府県知事）
・バス事業者A
・バス事業者B
・タクシー事業者C
・バス協会、タクシー協会
・労働組合
・住民又は旅客
・地方運輸局長
・道路管理者、警察、学識経験者等

・運行内容（運行ルート、停留所位置など）

協議内容

協議内容

事業者から国へ認可申請

協議内容

改正のポイント

●路線新設等の場合
「地交会議」と「運賃協議会」を分けて
開催する必要がある。

●連続して協議を行う場合
「運賃協議会」の構成員となっていな
い地公会議の構成員には退室しても
らう必要がある。

●協議が調っている証
「運賃協議会」の承認後、事業者に
対して『協議が調っている証』を発行。

協議が調っている証（発行）



１－３ 
 

規約改正・概要 

 

 

１ 改正する規約の名称  

   草津市地域公共交通活性化再生協議会規約 

 

２ 改正理由 

従来「草津市地域公共交通会議」にて協議されていた協議運賃について、道路運送

法の改正に伴い、独占禁止法に抵触しない形で協議を行うために、新たに草津市地域

公共交通活性化再生協議会の分科会として「草津市地域公共交通運賃協議会」を設置

する。 

 

３ 改正内容 

〔第２４条〕 

「分科会は、草津市地域公共交通会議および草津市有償運送運営協議会とする。」を

「分科会は、草津市地域公共交通会議、草津市有償運送運営協議会および草津市地

域公共交通運賃協議会とする。」に改める。 

 

４ 施行期日 

   公布の日 



草津市地域公共交通活性化再生協議会規約の一部を改正する規約 新旧対照表 

１— ４ 

新   規   約   （ 案 ） 旧   規   約 
第１章 総則 

第１条～第２３条 （略） 

（分科会） 

第２４条 第４条各号に掲げる事項について専門的な調査、審議を行う

ため、協議会に分科会を置くことができる。 

２ 分科会は、草津市地域公共交通会議、草津市有償運送運営協議会お

よび草津市地域公共交通運賃協議会とする。 

３ 分科会の組織、運営その他必要な事項は、別に定める。 

第２５条～第３６条 （略） 

付 則 

この規約は、令和５年  月  日から施行する。 

 

 

第１章 総則 

第１条～第２３条 （略） 

（分科会） 

第２４条 第４条各号に掲げる事項について専門的な調査、審議を行う

ため、協議会に分科会を置くことができる。 

２ 分科会は、草津市地域公共交通会議および草津市有償運送運営協議

会とする。 

３ 分科会の組織、運営その他必要な事項は、別に定める。 

第２５条～第３６条 （略） 
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草津市地域公共交通活性化再生協議会規約（案） 

 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 この協議会は、草津市地域公共交通活性化再生協議会（以下「協議会」という。）

という。 

（事務所） 

第２条 協議会は、事務所を滋賀県草津市草津三丁目１３番３０号 草津市役所に置く。 

（目的） 

第３条 協議会は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９

号。以下「法」という。）の規定に基づき、市民の日常生活もしくは社会生活における

移動または観光旅客その他の本市を来訪する者の移動のための交通手段として利用さ

れるすべての公共交通機関の活性化および再生を総合的かつ一体的に推進するため、法

第６条第１項の規定に基づき、地域公共交通計画（以下「交通計画」という。）の策定

および変更に関する協議ならびに実施に係る連絡調整を行うために設置する。 

 

（事業） 

第４条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

(1) 交通計画の策定および変更に関すること。 

(2) 交通計画の実施に係る連絡調整に関すること。 

(3) 交通計画に位置づけられた事業の実施に関すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、当協議会の目的を達成するために必要なこと。 

  

第２章 委員等 

（協議会の委員） 

第５条 協議会は、次の各号に掲げる者のうちから草津市都市計画部長が依頼した者をも

って構成する。 

(1) 滋賀県警察、学識経験者その他の協議会の運営上必要と認められる者 

(2) 市に営業区域が存する公共交通事業者、関係団体、道路管理者その他交通計画に

定めようとする事業を実施すると見込まれる者が指名する者 

(3) 市民または市内交通の利用者 

(4) 近畿運輸局滋賀運輸支局長が指名する職員 

(5)  市職員 

（公共交通事業者等の協議会への参加要請応諾義務） 

第６条 市長は、第４条に規定する事項の協議を行う協議会の会議（以下「会議」という。）

を開く旨を前条第２号に掲げるものに通知しなければならない。 

２ 前項の規定により通知を受けた者は、法第６条第４項の規定により、正当な理由があ

る場合を除き、当該通知にかかる協議に応じなければならない。 

（委員の任期） 

第７条 委員の任期は、２年以内とし、再任を妨げない。 
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２ 補欠による委員の任期は、前任者または現任者の残任期間とする。 

（届出） 

第８条 委員は、その氏名および住所に変更があったときは、遅滞なく協議会にその旨を

届け出なければならない。 

（委員の報酬） 

第９条 委員には、別途定めるところにより、報酬を支払うことができる。 

２ 委員には、費用を弁償することができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

第３章 役員等 

（役員の定数および選任） 

第１０条 協議会に次の役員を置く。 

(1) 会長  １名 

(2) 副会長 １名 

(3) 監事  ２名 

２ 会長、副会長および監事は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長、副会長および監事は、相互に兼ねることはできない。 

（役員の職務） 

第１１条 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときまたは欠けたときは、その職務を代

理する。 

３ 監事は、次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 協議会の業務執行および会計の状況を監査すること。 

(2) 前号において不正な事実を発見したときは、これを総会に報告すること。 

(3) 前号の報告をするために必要があるときは、総会を招集すること。 

（役員の任期） 

第１２条 役員の任期は、２年以内とする。 

２ 補欠または増員による任期は、前任者または現任者の残任期間とする。 

（任期満了または辞任の場合） 

第１３条 役員は、その任期が満了し、または辞任により退任しても、後任の役員が就任

するまでの間は、なおその職務を行うものとする。 

（役員の解任）  

第１４条 協議会は、役員が次の各号のいずれかに該当するときは、総会の議決を経て、

その役員を解任することができる。この場合において、協議会は、その総会の開催の日

の７日前までに、その役員に対し、その旨を書面をもって通知し、かつ、議決の前に弁

明する機会を与えるものとする。 

(1) 心身の故障のため、職務の執行に堪えないと認められるとき。 

(2) 職務上の義務違反その他役員たるにふさわしくない非行があったとき。 

 

第４章 総会 



 

1-7 

（総会の種別等） 

第１５条 協議会の総会は、通常総会および臨時総会とする。 

２ 総会の議長は、会長がこれに当たる。 

３ 通常総会は、毎年１回以上開催する。 

４ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 委員現在数の４分の１以上から会議の目的たる事項を示した書面により請求があ

ったとき。 

(2) 第１１条第３項第３号の規定により監事が招集したとき。 

(3) その他会長が必要と認めたとき。 

（総会の招集） 

第１６条 前条第４項第１号の規定により請求があったときは、会長は、その請求のあっ

た日から２０日以内に総会を招集しなければならない。 

２ 総会の招集は、少なくともその開催の７日前までに、会議の日時、場所、目的および

審議事項を記載した書面をもって会員に通知しなければならない。 

（総会の議決方法等） 

第１７条 総会は、委員現在数の過半数の出席がなければ開くことができない。 

２ 委員は、総会において、各１個の議決権を有する。 

３ 総会においては、前条第２項によりあらかじめ通知された事項についてのみ議決する

ことができる。ただし、緊急を要する事項については、この限りでない。 

４ 総会の議事は、第１９条に規定するものを除き、出席者の議決権の過半数をもって決

し、可否同数のときは、議長の決するところによる。この場合において議長は、議決に

加わる権利を有しない。 

５ 総会の議決のうち、第４条第３号に掲げる事項について、事業者が特定される場合、

その者の同意を要する。 

（総会の権能） 

第１８条 総会は、この規約において別に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を議

決する。 

(1) 事業計画および収支予算の設定または変更に関すること。 

(2) 事業報告および収支決算に関すること。 

(3) 諸規程の制定および改廃に関すること。 

(4) 規約第４条各号に関すること。 

(5) その他協議会の運営に関する重要な事項。 

（特別議決事項） 

第１９条 次の各号に掲げる事項は、総会において、出席者の議決権の３分の２以上の多

数による議決を必要とする。 

(1) 協議会規約の変更 

(2) 協議会の解散 

(3) 会員の除名 

(4) 役員の解任 

（書面または代理人による表決） 
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第２０条 やむを得ない理由により総会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事

項につき、書面または代理人をもって議決権を行使することができる。 

２ 前項の書面は、総会の開催の日の前日までに協議会に到着しないときは、無効とする。 

３ 第１項の代理人は、代理権を証する書面を協議会に提出しなければならない。 

４ 第１７条第１項および第４項ならびに第１９条の規定の適用については、第１項の規

定により議決権を行使した者は、総会に出席したものとみなす。 

(協議結果の尊重義務) 

第２１条 法第６条第５項の規定により、協議会で協議が調った事項については、協議会

の委員はその協議の結果を尊重しなければならない。 

（議事録） 

第２２条 総会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録は、少なくとも次の各号に掲げる事項を記載する。 

(1) 開催日時および開催場所 

(2) 会員の現在数、当該総会に出席した会員数、第２０条第４項により当該総会に出

席したと見なされた者の数および当該総会に出席した会員の氏名 

(3) 議案 

(4) 議事の経過の概要およびその結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

３ 議事録は、議長および当該総会に出席した会員のうちからその総会において選任され

た議事録署名人２名以上が署名しなければならない。 

４ 議事録は、第２条の事務所に備え付けておかなければならない。 

 

第５章 幹事会および分科会 

（幹事会） 

第２３条 協議会は、第４条各号に掲げる事項を処理するため、必要に応じて、幹事会を

置くことができる。 

２ 幹事会の委員は第５条の委員その他協議会が必要と認めた者とする。 

３ 幹事会は、必要に応じて関係者を招集し、意見を聞くことができる。 

（分科会） 

第２４条 第４条各号に掲げる事項について専門的な調査、審議を行うため、協議会に分

科会を置くことができる。 

２ 分科会は、草津市地域公共交通会議、草津市有償運送運営協議会および草津市地域公

共交通運賃協議会とする。 

３ 分科会の組織、運営その他必要な事項は、別に定める。 

 

第６章 事務局 

（事務局） 

第２５条 総会の決定に基づき協議会の業務を執行するため、事務局を置く。 

２ 事務局は草津市都市計画部交通政策課（以下「交通政策課」という。）に置く。 

３ 事務局は、事務局長および事務局員で組織する。 
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４ 事務局長は、第２項の所属長をもって充て、事務局員は事務局長が選任する。 

５ 協議会の庶務は、事務局長が総括し処理する。 

（業務の執行） 

第２６条 協議会の業務の執行の方法については、この規約で定めるもののほか、次の各

号に掲げる規程による。 

(1) 財務規程 

(2) 文書取扱規程 

(3) 公印取扱規程 

(4) 監査実施規程 

(5) 委員等報酬および費用弁償規程 

(6) 工事等請負規程 

（書類および帳簿の備付け） 

第２７条 協議会は、第２条の事務所に次の各号に掲げる書類および帳簿を備え付けてお

かなければならない。 

(1) 協議会規約および前条各号に掲げる規程 

(2) 役員等の氏名および住所を記載した書面 

(3) 収入および支出に関する証拠書類および帳簿 

(4) その他前条各号に掲げる規程に基づく書類および帳簿 

 

第７章 会計 

（事業年度） 

第２８条 協議会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（資金） 

第２９条 協議会の資金は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 草津市からの負担金または補助金 

(2) 国からの補助金 

(3) 借入金、寄付金、その他の収入 

（資金の取扱い） 

第３０条 協議会の資金の取扱方法は、財務規程で定める。 

（収支予算） 

第３１条 協議会の事業計画および収支予算は、会長が作成し、事業開始前に総会の議決

を得なければならない。 

（監査等） 

第３２条 会長は、毎事業年度終了後、次の各号に掲げる書類を作成し、通常総会の開催

の日の１０日前までに監事に提出して、その監査を受けなければならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) 貸借対照表 

(4) 財産目録 

２ 監事は、前項の書類を受領したときは、これを監査し、監査報告書を作成して会長に
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報告するとともに、会長はその監査報告書を総会に提出しなければならない。 

３ 会長は、第１項各号に掲げる書類および前項の監査報告書について、総会の承認を得

た後、これを第２条の事務所に備え付けておかなければならない。 

（報告） 

第３３条 会長は、次の各号に掲げる書類を、草津市長に提出しなければならない。 

(1) 前年度の事業報告書およびその年度の事業計画書 

(2) 前年度末の財産目録および貸借対照表 

(3) 前年度の収支決算書およびその年度の収支予算書 

 

第８章 協議会規約等の変更、協議会が解散した場合の措置 

（規約の変更） 

第３４条 第２４条第２項の事務局の組織改変に伴う名称変更については、第１９条第１

項第１号の規定によらず、会長がこれを定めることができる。 

（協議会が解散した場合の措置） 

第３５条 協議会が解散した場合には、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、 

会長であった者がこれを決算する。 

 

第９章 雑則 

（細則） 

第３６条 この規約に定めるもののほか、協議会の事務の運営上必要な細則は会長が別 

に定める。 

 

付 則 

この規約は、平成２１年１月１９日から施行する。 

 付 則 

この規約は、平成２９年６月９日から施行する。 

 付 則 

この規約は、平成３０年３月１日から施行する。 

 付 則 

この規約は、令和５年４月１日から施行する。 

 付 則 

この規約は、令和５年 月  日から施行する。 

 



１－１１ 
 

規約改正・概要 

 

 

１ 策定する規約の名称  

   草津市地域公共交通運賃協議会 

 

２ 策定理由 

従来「草津市地域公共交通会議」にて協議されていた協議運賃について、道路運送

法の改正に伴い、独占禁止法に抵触しない形で協議を行うために、新たに草津市地域

公共交通活性化再生協議会の分科会として「草津市地域公共交通運賃協議会」を設置

する。 

 

３ 策定内容 

別紙のとおり 

 

４ 施行期日 

   公布の日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１－12 

 

○草津市地域公共交通運賃協議会設置要綱 

令和５年１０月  日告示第   号 

（設置） 

第１条 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）の規定に基づき、草津市内の各地域

の需要に応じ、住民の生活のために旅客の運送を確保し、各地域の実情に即した旅客

を実現するために必要となる事項を協議するため、草津市地域公共交通運賃協議会

（以下「運賃協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 交通会議は、次に掲げる事項を所掌するものとする。 

(1) 本市の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様および運賃または料金等に関す

る事項 

(2) その他公共交通に関して運賃協議会が必要と認める事項 

（委員） 

第３条 運賃協議会の委員は、次に掲げる者のうちから都市計画部長が依頼する。 

(1) 協議運賃を定めようとする一般乗合旅客自動車運送事業者が指名する者または

一般貸切（乗用）旅客自動車運送事業者が指名する者 

(2) 市民または市内交通の利用者 

(3) 近畿運輸局滋賀運輸支局長が指名する職員 

(4) 市職員 

（任期） 

第４条 運賃協議会の委員の任期は、２年以内とし、再任を妨げない。 

２ 補欠による委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長） 

第５条 運賃協議会に委員長および副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総括し、運賃協議会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときまたは委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 運賃協議会の会議（以下この条において「会議」という。）は、委員長が必要
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に応じて招集する。 

２ 会議の議長は、委員長がこれに当たる。 

３ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で同意を得て決し、可否同数のときは議長の決す

るところによる。 

５ 委員長は、会議への代理出席を認めることができる。 

６ 委員長は、会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説

明または意見を聴くことができる。 

７ 会議は、原則公開で行うものとする。ただし、会議を公開することにより公正かつ

円滑な議事運営に支障が生じると認められる議題については、非公開で行うものとす

る。 

（幹事会） 

第７条 運賃協議会は、その運営に当たって必要な事項を処理するため、幹事会を置く

ことができる。 

２ 運賃協議会の委員は、第３条の委員その他交通会議が必要と認めた者とする。 

３ 運賃協議会は、必要に応じて、関係者を招集し意見を聴くことができる。 

４ 運賃協議会を草津市地域公共交通活性化再生協議会設置要綱（平成１９年草津市告

示第２６６号）第１０条に規定する幹事会とみなすことができる。 

（専門部会） 

第８条 運賃協議会は、その目的を達するため必要に応じて、専門部会を置くことがで

きる。 

２ 専門部会は、第３条の委員その他運賃協議会が必要と認めた者とする。 

（庶務） 

第９条 運賃協議会の庶務は、都市計画部交通政策課において処理する。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、運賃協議会の運営に関し必要な事項は、委員

長が交通会議に諮って定める。 

付 則 

１ この要綱は令和５年１０月  日から施行する。 
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（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年１０月  日から施行する。 

付 則（令和５年１０月  日告示第  号） 


